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個 別 注 記 表
　
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
2. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、満期保有目的の
債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移
動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
移動平均法により算定）、ただし、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法によ
る原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、
時価法により行っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、建物については定額法（ただし、建物附属設備については定率法）、その他については定率法
を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ６年～50年
その他 ３年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、行内における

利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リ
ース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保
証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

6. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて
いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計
上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債務者に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ
き計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
６,４９８百万円であります。

(2) 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算
定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によってお
ります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用 ：その発生年度に全額を一時費用処理
数理計算上の差異 ：各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理
(3) 睡眠預金払戻損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した睡眠預金の支払請求に備えるため、過去の支払実績等を勘案
して必要と認められる額を計上しております。

(4) 偶発損失引当金
偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払等に備えるため、対象債権に対する

予想負担率に基づき算定した将来の支払見積額を計上しております。
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7. リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に

属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
8. ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に
関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会
報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動
を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金・預金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の
（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジにつ
いては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価を行っております。

また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実
施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来
の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・
想定元本金額に応じ平成15年度から15年間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益として期間配分しており
ます。

なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は２百万円（税効果額控除前）であり
ます。

(2) 為替変動リスク・ヘッジ
外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建その

他有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在している
こと等を条件に、包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。

9. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固

定資産等に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。
10. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。

　
会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）
及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付
適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて
当事業年度から適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定
額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について
従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間
ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度
の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金から減額しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が５８４百万円増加し、繰越利益剰余金が３７７百万円減少して
おります。また、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ６９百万円増加しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
　

注記事項
（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式及び出資金総額 １２４百万円

2. 貸出金のうち、破綻先債権額は８８２百万円、延滞債権額は６３,３５０百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

3. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は７６１百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で、

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１４,８０５百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、元本の返済猶
予その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し
ないものであります。

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７９,８００百万円であり
ます。

なお、上記2.から5.までに掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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6. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀
行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は１９,９７０百万円であります。

7. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 ４４５,６２９百万円

担保資産に対応する債務

預金 ５７,４８９百万円

債券貸借取引受入担保金 １３４,８５５百万円

借用金 １０７,９１１百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券７９,３２６百万円を差し入れております。
また、その他の資産には保証金１,３５７百万円が、その他の無形固定資産には権利金２８８百万円がそれぞれ含

まれております。
8. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は８８９,６９６百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なものが８７２,７１５百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも
当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、
債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を
徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

9. 有形固定資産の減価償却累計額 ３５,０２９百万円

10. 有形固定資産の圧縮記帳額 ７１８百万円

11. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額
は２,９３３百万円であります。

12. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契
約により使用しております。

13. 関係会社に対する金銭債権総額 １０,１０８百万円

14. 関係会社に対する金銭債務総額 １７,４１２百万円

　

（損益計算書関係）
関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 １０４百万円

役務取引等に係る収益総額 ４４百万円

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 １８９百万円

その他の取引に係る収益総額 ８２百万円

関係会社との取引による費用

資金調達取引に係る費用総額 ７４百万円

役務取引等に係る費用総額 ８１８百万円

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 １,６１５百万円

　

（株主資本等変動計算書関係）
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
　

当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

摘 要

自己株式

普通株式 ４，５８１ ２６ ５２ ４，５５６ （注）１.２

合 計 ４，５８１ ２６ ５２ ４，５５６
　

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加２６千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
２ 普通株式の自己株式の株式数の減少５２千株は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。
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（リース取引関係）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約

により使用しております。
　

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　 （借主側）
　 ・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 取得価額相当額 有 形 固 定 資 産 １百万円

無 形 固 定 資 産 ―百万円

合 計 １百万円

　 減価償却累計額相当額 有 形 固 定 資 産 ０百万円

無 形 固 定 資 産 ―百万円

合 計 ０百万円

　 期末残高相当額 有 形 固 定 資 産 ０百万円

無 形 固 定 資 産 ―百万円

合 計 ０百万円

・未経過リース料期末残高相当額 １ 年 内 ０百万円

１ 年 超 ―百万円

合 計 ０百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 １百万円

減価償却費相当額 ０百万円

支払利息相当額 ０百万円

　 ・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却しております。

　 ・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。
　

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中

の信託受益権が含まれております。
　

1. 売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）
　

当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

売買目的有価証券 △０
　

2. 満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）
　

種 類
貸借対照表

計上額（百万円）
時 価

（百万円）
差 額

（百万円）

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

社 債 ２,９０３ ２,９２１ １８

小 計 ２,９０３ ２,９２１ １８

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

社 債 ３０ ２８ △１

小 計 ３０ ２８ △１

合 計 ２,９３３ ２,９５０ １６
　

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成27年３月31日現在）
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。
(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

　

貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式 １２４

関連法人等株式 ―

合 計 １２４
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4. その他有価証券（平成27年３月31日現在）
　

種 類
貸借対照表

計上額（百万円）
取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 ９５,４１１ ５０,５３１ ４４,８８０

債 券 １,１２５,３６９ １,０９８,６６２ ２６,７０７

国 債 ８５０,０７０ ８３０,７４４ １９,３２６

地 方 債 １７４,８６５ １６９,５４０ ５,３２４

社 債 １００,４３４ ９８,３７７ ２,０５６

そ の 他 ４００,７５３ ３９０,１５９ １０,５９３

うち外国証券 ３８４,８０３ ３７７,４９２ ７,３１１

小 計 １,６２１,５３５ １,５３９,３５３ ８２,１８１

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 ２,６３６ ２,７７９ △１４３

債 券 ３８,７８３ ３８,８７８ △９４

国 債 ３７,５８３ ３７,６７７ △９４

地 方 債 ― ― ―

社 債 １,１９９ １,２００ △０

そ の 他 ２６,５７７ ２７,１４７ △５６９

うち外国証券 １９,４６４ ２０,０００ △５３５

小 計 ６７,９９７ ６８,８０５ △８０７

合 計 １,６８９,５３２ １,６０８,１５９ ８１,３７３
　

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券
　

貸借対照表計上額（百万円）

株 式 １,５９０

そ の 他 ３１０

合 計 １,９００
　

これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の
「その他有価証券」には含めておりません。

　

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）
　該当ありません。

　

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）
　

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 ２,６１８ １,４０１ ―

債 券 ３０９,８２３ ２,０９６ ０

　国 債 ２８６,５１８ ２,０１２ ―

　地 方 債 ８,８９２ ３８ ０

　社 債 １４,４１３ ４５ ０

そ の 他 ３２４,８８２ ２,４３８ １４５

　うち外国証券 ３２４,８８２ ２,４３８ １４５

合 計 ６３７,３２４ ５,９３６ １４６
　

7. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

　

8. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものに
ついては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下
「減損処理」という。）しております。

なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、事業年度末日における時価が取得原価に比べて50

％以上下落した場合、あるいは事業年度末日に時価の下落率が30％以上50％未満の場合で１年以内に時価の回復
する見込みがない場合であります。
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（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

　

貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 ２２,０００ １８
　

2. 満期保有目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）
該当ありません。

　

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成27年３月31日現在）
該当ありません。

　

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金 ７,１９９百万円

退職給付引当金 ４,８５０百万円

減価償却費 ５８０百万円

土地評価損 ３,７１１百万円

減損損失 １,６０５百万円

有価証券評価損 ４,１３７百万円

繰延ヘッジ損益 ３２６百万円

その他 １,９８４百万円

繰延税金資産小計 ２４,３９６百万円

評価性引当額 △１２,２８３百万円

繰延税金資産合計 １２,１１２百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △２２,５６６百万円

その他 △３８百万円

繰延税金負債合計 △２２,６０４百万円

繰延税金負債の純額 △１０,４９１百万円
　
2. 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日
以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見
込まれる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に
ついては32.0％にそれぞれなります。この税率変更により、繰延税金負債は１,２４３百万円減少し、その他有価証
券評価差額金は２,３９１百万円増加、繰延ヘッジ損益は２５百万円減少、また、法人税等調整額は１,１２２百万
円増加しております。
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（関連当事者情報）
関連当事者との取引
(1) 子会社及び子法人等

　

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

又は

出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

子法人等

南都信用保証

株式会社

（注）１

奈良県

奈良市
10 信用保証業

72

〔69〕

(注)２

各種ローンの

債務保証

役員の兼任

被債務保証 743,719 ― ―

　

(注) １ 当行は、南都信用保証株式会社より各種ローンの保証を受けております。
２ 議決権等の所有（被所有）割合欄の〔 〕内は、間接所有割合（内書き）であります。

　
(2) 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

又は

出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者との

関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

役員及び

その近親者

松原哲也 ― ― 公務員 ―

当行専務取締役

松岡弘樹の娘婿

資金の融資

貸出取引

（注）２
― 貸出金 28

利息受入 0 ― ―

河井重一 ― ― 林業 ―

当行取締役

河井重順の父

資金の融資

貸出金の

返済

（注）３

244 ― ―

利息受入 1 ― ―

役員及び
その近親者が
議決権の過半
数を所有して
いる会社等

日研ブラスト

工業株式会社

（注）４

大阪府

大東市
10

金属製品

加工業
― 資金の融資

貸出取引 ― 貸出金 89

利息受入 0 ― ―

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
　

(注) １ 貸出取引条件等については、一般の取引先と同様に決定しております。
２ 貸出取引に対する担保として、不動産を受け入れております。
３ 平成26年12月17日に一括返済を受けております。
４ 当行監査役箕輪尚起の近親者が議決権の62.5％を直接保有しております。

　

（１株当たり情報）
　

当事業年度

１株当たり純資産額 円 ９００.１９

１株当たり当期純利益金額 円 ３６.３６

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ３６.３１
　

(注) 「会計方針の変更」に記載のとおり、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。
以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針
第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度から適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従っております。

この結果、当事業年度の期首の１株当たり純資産額が１円40銭減少し、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額はそれぞれ17銭増加しております。
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連 結 注 記 表
　
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結される子会社及び子法人等 10社

会社名
南都地所株式会社
南都ビジネスサービス株式会社
南都スタッフサービス株式会社
なんぎん代理店株式会社
南都信用保証株式会社
南都リース株式会社
南都コンピュータサービス株式会社
南都投資顧問株式会社
南都ディーシーカード株式会社
南都カードサービス株式会社
なお、南都アセットリサーチ株式会社は、平成26年９月30日開催の臨時株主総会において解散を決議し、平成

27年１月29日に清算結了いたしました。
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており

ます。（以下の各項目においても同様であります。）
(2) 非連結の子会社及び子法人等 １社

会社名
ナント６次産業化サポート投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純利益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見

合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政
状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しておりま
す。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
(2) 持分法適用の関連法人等

該当ありません。
(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 １社

会社名
ナント６次産業化サポート投資事業有限責任組合

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純利益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う
額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。

(4) 持分法非適用の関連法人等
該当ありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日と連結決算日は一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、満期保有目

的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として連結決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし、時価を把握することが極めて
困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

(ロ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評
価は、時価法により行っております。

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、建物については定額法（ただし、建物附属設備については定率法）、その他について
は定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ６年～50年
その他 ３年～20年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法
により償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残
価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

(5) 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて
いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計
上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債務者に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ
き計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
７,４３４百万円であります。

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認
めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上
しております。

(6) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した睡眠預金の支払請求に備えるため、過去の支払実績等を勘案

して必要と認められる額を計上しております。
(7) 偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払等に備えるため、対象債権に対する
予想負担率に基づき算定した将来の支払見積額を計上しております。

(8) 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであり
ます。

過去勤務費用 ：その発生年度に全額を一時費用処理

数理計算上の差異 ：各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(9) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(10) リース取引の処理方法
貸手側において、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、同年３月31日現在における有形固定資産及び無形固定資産の適正な帳簿価額
（減価償却累計額控除後）をその他資産中のリース債権及びリース投資資産の期首の価額として計上しておりま
す。

また、当該リース債権及びリース投資資産に関して、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号
平成19年３月30日）適用後の残存期間における利息相当額の各連結会計年度への配分方法については、定額法に
よっております。なお、当連結会計年度における税金等調整前当期純利益と、当該所有権移転外ファイナンス・
リース取引につき、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によった場合の税金等調整前当期純利益との差
額は軽微であります。

(11) 重要なヘッジ会計の方法
(イ) 金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計
基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業
種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に
ついては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金・預金等とヘッジ手段である金利
スワップ取引等を一定の（残存）期間ごとにグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシ
ュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により
有効性の評価を行っております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商
品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15
号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用い
て総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれ
のヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成15年度から15年間にわたって、資金調達費用又は資金運
用収益として期間配分しております。

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は２百万円（税効果額控除前）
であります。

(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる

外貨建その他有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債
が存在していること等を条件に、包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。
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(12) 消費税等の会計処理
当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(13) 収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

5. のれんの償却に関する事項
該当事項はありません。

　

会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）
及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付
適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて
当連結会計年度から適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期
間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間につ
いて従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込
期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計
年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金から減額しておりま
す。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が５８４百万円増加し、利益剰余金が３７７百万円減少
しております。また、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ６９百万円増加しており
ます。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
　

未適用の会計基準等
企業結合に関する会計基準等（平成25年９月13日）

(1) 概要
当該会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社

の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫定的な会計処理の取扱い、④当期純利益の表示及び少
数株主持分から非支配株主持分への変更を中心に改正されたものであります。

(2) 適用予定日
当行は、改正後の当該会計基準等を平成27年４月１日に開始する連結会計年度の期首から適用する予定で

あります。
(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による影響は、未定であります。
　

注記事項
（連結貸借対照表関係）
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は８９４百万円、延滞債権額は６３,４６５百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利
息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

2. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は７６２百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で、

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１４,８０５百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、元本の返済猶
予その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し
ないものであります。

4. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７９,９２８百万円であり
ます。

なお、上記1.から4.までに掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
5. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀
行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は１９,９７０百万円であります。

6. 担保に供している資産は、次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 ４４５,６２９百万円

担保資産に対応する債務

預金 ５７,４８９百万円

債券貸借取引受入担保金 １３４,８５５百万円

借用金 １０７,９１１百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券７９,３２６百万円を差し入れております。
また、借用金４,０１９百万円の担保として未経過リース料契約債権４,９８０百万円を差し入れております。
なお、その他資産には保証金１,２４８百万円が、その他の無形固定資産には権利金５７３百万円がそれぞれ含ま

れております。
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7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は８９５,２７４百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なものが８７８,２９４百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも
当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子
会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら
れております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予
め定めている行内(社内)手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

8. 有形固定資産の減価償却累計額 ４５,６１２百万円

9. 有形固定資産の圧縮記帳額 ７１８百万円

10. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額
は２,９３３百万円であります。

　

（連結損益計算書関係）
1. 「その他業務収益」には、国債等債券売却益４,４２１百万円を含んでおります。
2. 「その他の経常収益」には、株式等売却益１,５１５百万円を含んでおります。
3. 「その他の経常費用」には、貸出金償却１,１７６百万円を含んでおります。

　

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
　

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計
年度増加株式数

当連結会計
年度減少株式数

当連結会計
年度末株式数

摘要

発行済株式

普通株式 ２７２,７５６ ― ― ２７２,７５６

合 計 ２７２,７５６ ― ― ２７２,７５６

自己株式

普通株式 ４,５８１ ２６ ５２ ４,５５６ （注）１．２

合 計 ４,５８１ ２６ ５２ ４,５５６
　

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加２６千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
２ 普通株式の自己株式の株式数の減少５２千株は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　

区分 新株予約権の内訳
新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘 要当連結
会計年度
期首

当連結
会計年度
増加

当連結
会計年度
減少

当連結
会計年度

末

当行
ストック・オプション
としての新株予約権

― １４６

合 計 ― １４６
　
3. 配当に関する事項
(1) 当連結会計年度中の配当金支払額

　

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 ８０４百万円 ３．００円 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月14日
取締役会

普通株式 １,０７２百万円 ４．００円 平成26年９月30日 平成26年12月５日

合 計 １,８７７百万円

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　平成27年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており
ます。
① 配当金の総額 ８０４百万円

② １株当たり配当額 ３.００円

③ 基準日 平成27年３月31日

④ 効力発生日 平成27年６月29日

　なお、配当原資は、利益剰余金とする予定としております。
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行並びに子会社及び子法人等10社で構成され、銀行業務を中
心に証券業務、リース業務及び信用保証業務などの金融サービスに係る事業を行っております。

銀行業務においては、①預金等の受け入れ、資金の貸し付け又は手形の割引並びに為替取引、②債務の保証又
は手形の引受けその他の銀行業に付随する業務を行っております。また、証券業務においては、有価証券に係る
引受け、募集又は売出しの取扱い、売買、有価証券店頭デリバティブ取引、有価証券指数等先物取引その他の金
融商品取引法上銀行が営むことができる業務を行っております。

当行では、これらの業務を行うなかで短期間の資金過不足を調整するためコール市場で資金の出し手や取り手
となるほか、金融市場の状況や長短のバランスを考慮して、借入れや社債の発行等による資金調達を行っており
ます。

このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な影響が
生じないように当行では資産・負債の総合管理（以下「ALM」という。）を行っております。また、その一環とし
て、金利スワップ等のデリバティブ取引を利用しているほか、トレーディング目的として一定の限度額を設けて
デリバティブ取引に取り組んでおります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産については、銀行業務においては主として国内の法人及び個人に対する貸付

金であり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当行は、奈良県を中心とし
てその隣接府県及び東京都に営業拠点を展開しておりますが、マクロ経済の影響はもとより地域を巡る経済環境
等の状況の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。

証券業務においては、国債・地方債を中心とした内国債券、株式、外国証券及び投資信託等をその他有価証券
として、また、自行保証付私募債等を満期保有目的の債券としてそれぞれ保有しているほか、国債等を売買目的
で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスク等
に晒されております。また、外貨建金融資産は為替の変動リスクに晒されており、通貨関連のデリバティブ取引
等を利用し通貨ごとの運用額と調達額をほぼ均衡させることにより、当該リスクの低減を図っております。

一方、金融負債については、銀行業務においては主として国内の個人等からの安定的な預金等であり、これら
は、金利の変動リスクに晒されております。また、外貨預金等は為替の変動リスクに晒されております。借入金
及び社債については、当行グループの格付が低下する等、一定の環境のもとで当行グループが市場を利用できな
くなる場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。さらに、変動金
利の借入れについては、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引については、金利関連では金利スワップ取引等、通貨関連では通貨スワップ取引及び為替予
約取引等、債券関連では債券先物取引及び債券オプション取引等があります。当行では、顧客のリスクヘッジニ
ーズにお応えするとともに対顧客取引等から生じるさまざまなリスクをコントロールする目的でデリバティブ取
引を利用しているほか、トレーディング目的として一定の限度額を設けて取り組んでおります。当行では、金利
変動リスクを回避するためのヘッジ取引は、固定金利貸出金及び固定金利預金等をヘッジ対象とし、金利スワッ
プ等をヘッジ手段としております。ヘッジ手段として利用しているデリバティブ取引については、繰延ヘッジ処
理によるヘッジ会計を適用しております。

ヘッジの有効性評価の方法は、相場変動を相殺するヘッジでは、ヘッジ対象とヘッジ手段を一定の（残存）期
間ごとにグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジでは、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証などにより有効性の評価を行っております。なお、一部ヘ
ッジ会計の要件を満たしていない取引及びトレーディング目的として利用しているデリバティブ取引については、
金利変動リスク、為替変動リスク、価格変動リスク及び信用リスク等に晒されております。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行グループは、「信用リスク管理規程」「資産の自己査定に関する規程」等に基づき、貸出金について、個
別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定及び資産査定など与信管理
に関する態勢を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営業部店のほか審査部により行われ、当該
部署から独立した監査部が与信管理の状況及び査定結果について監査しております。また、これら与信管理の
状況は、定期的に常務会及び取締役会において審議・報告を行っております。

有価証券の信用リスク管理については、証券国際部と経営管理部において行っております。有価証券の発行
体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、信用情報や時価の把握を定
期的に行うことで管理しております。

② 市場リスクの管理
(ⅰ) 金利リスクの管理

当行グループは、貸出金・預金、有価証券等の資産・負債について、ALMの観点から金利リスク等の市場
リスクを総合的に管理しております。また、「市場リスク管理規程」において、「経営体力に応じた適切な
リスク限度の設定と、市場リスクの適切な計測、把握により、過度のリスクテイクを回避するとともに、
リスク・リターンを勘案した市場部門の効率的な運営に取り組む」ことを基本方針として明記しておりま
す。

市場リスク管理に関する重要事項の協議・決定機関であるALM委員会において、半期ごとに自己資本や市
場環境等を勘案してVaR（バリュー・アット・リスク）によるリスク限度額を決定し、その限度額を遵守し
ながら収益の獲得に努めております。金利リスクの計測は、経営管理部がVaRによって行い、月次でALM委
員会へ報告するなど遵守状況等を適切に管理しております。

また、VaR手法以外にも、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）手法、金利変動シミュレーション等を
組み合わせて活用し、多面的にリスクの把握、分析を行っております。
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(ⅱ) 為替変動リスクの管理
当行グループは、外貨建金融商品による運用及び調達に係る為替の変動リスクは、通貨ごとの運用額と

調達額をほぼ均衡させることにより低減を図っております。また、上記以外に投資目的として行う為替取
引がありますが、これに関する為替変動リスクの計測は、経営管理部がVaRによって行い、リスク限度額の
遵守状況を月次でALM委員会へ報告し、適切に管理しております。

(ⅲ) 価格変動リスクの管理
当行グループは、有価証券など投資商品の保有については、先行きの金利や株価等の見通しに基づく期

待収益率と、相場変動リスク及び運用対象間の相関関係を考慮したうえで半期ごとに運用計画を策定し、
ALM委員会で協議・決定を行っております。投資目的での投資は証券国際部が、また、業務・資本提携を含
む事業推進目的での投資は営業統括部がそれぞれ行っておりますが、投資にあたっては市場環境の継続的
なモニタリングや証券化商品などリスクの高い商品への投資制限などにより、価格変動リスクに留意して
おります。

株式等の価格変動リスクの計測は、経営管理部がVaRによって行い、リスク限度額の遵守状況を月次で
ALM委員会へ報告し、適切に管理しております。

(ⅳ) デリバティブ取引
当行グループは、ヘッジを目的とするデリバティブ取引についてはALM委員会で基本方針及び執行方法を

決定し、経営管理部で管理しております。一方、トレーディングを目的とするデリバティブ取引について
は、半期ごとにALM委員会で取引限度額や損失上限額を定め、ミドルオフィスとしての機能を備えた経営管
理部が、その遵守状況のモニタリング及びリスク量の把握を行っております。また、バックオフィスであ
る証券国際部において、取引の確認、日々のポジションの時価評価及び損益状況等の把握を行うなど、こ
れら関連部署が相互に牽制し、損失が限度額を超えないように管理しております。

経営陣は、ミドルオフィス及びバックオフィスからそれぞれ報告を受けるほか、ALM委員会において貸出
金・預金、有価証券を含めたポートフォリオ全体について、リスク状況の把握・管理を行っております。

(ⅴ) 市場リスクに係る定量的情報
当行グループは、貸出金、預金、有価証券及びデリバティブ取引などの金融商品の市場リスク量をVaRに

より管理しております。VaRの算定にあたっては、ヒストリカル法（信頼水準99％・観測期間1,250営業日、
保有期間120営業日［純投資目的以外の株式の保有期間は240営業日］・リスクカテゴリー間の相関は考慮し
ない。）を採用しております。

平成27年３月31日現在で当行グループの市場リスク量（経済的価値減少額の推計値）は、全体で
２７,０８３百万円（平成26年３月31日現在は４３,９９９百万円）であります。なお、当行グループでは、
モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施しておりますが、平成26年度に計
測したVaRに関して実施したバックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分な精度により市場リス
クを捕捉しているものと考えております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに一定の発生確率を前提
に統計的に市場リスク量を計測したものであり、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下に
おけるリスクは捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行グループは、ALM委員会で策定された月次資金計画に基づき、証券国際部が日々の資金繰りを管理し、経

営管理部が管理状況をモニタリングしております。また、ALM委員会において、定期的に資金化可能額・調達可
能額を把握するなど資金繰りリスクに係る総合的な管理を行っております。

さらに、資金繰り状況に応じて、「平常時」・「懸念時」・「危機時」の３段階に区分し、各々の局面に応じた適
切な管理態勢を構築し、機動的に対応が図れるようにしております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場
合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等及び重要性が乏しい科目は、次表には含めておりません。
（（注）2をご参照ください。）

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 現金預け金 ４５２,９６７ ４５２,９６７ ―

(2) 買入金銭債権 ５,０９６ ５,０９６ ―

(3) 商品有価証券

売買目的有価証券 ２３０ ２３０ ―

(4) 金銭の信託 ２２,０００ ２２,０００ ―

(5) 有価証券

満期保有目的の債券 ２,９３３ ２,９５０ １６

その他有価証券 １,６８８,６７７ １,６８８,６７７ ―

(6) 貸出金 ３,０７９,１７５

貸倒引当金(*1) △２６,００６

３,０５３,１６８ ３,０７１,５３３ １８,３６５

資産計 ５,２２５,０７５ ５,２４３,４５７ １８,３８１

(1) 預金 ４,６９１,０６５ ４,６９１,５７９ ５１４

(2) 譲渡性預金 ６３,３４９ ６３,３４９ ―

(3) 債券貸借取引受入担保金 １３４,８５５ １３４,８５５ ―

(4) 借用金 １１６,１２２ １１６,０８０ △４１

負債計 ５,００５,３９２ ５,００５,８６４ ４７２

デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されていないもの (１１,９７８) (１１,９７８) ―

ヘッジ会計が適用されているもの (１,０８４) (１,０８４) ―

デリバティブ取引計 (１３,０６３) (１３,０６３) ―
　

(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で表示しております。
　
(注) １ 金融商品の時価の算定方法
資 産
(1) 現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。
満期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに新規に預け金を行った場合に想定される適用金利
で割り引いた現在価値を算定しております。

(2) 買入金銭債権
買入金銭債権については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額を時価としております。
(3) 商品有価証券

売買目的で保有している債券等の有価証券については、市場価格によっており、市場価格がないものについ
ては合理的に算定された価額によっております。

(4）金銭の信託
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券につい

ては、受託銀行により付された評価額によっております。
なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」に記載しております。

(5) 有価証券
株式は取引所の価格によっております。債券は市場価格によっており、市場価格がないものについては合理

的に算定された価額によっております。上場投資信託は取引所の価格、これ以外の投資信託は投資信託協会が
公表する基準価額又は取引金融機関から提示された基準価額によっております。自行保証付私募債等は、期間、
償還方法及び保証区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規発行がなされた場合に想定される利率で割り引い
て時価を算定しております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先が発行した自行保証付私募債等につい
ては、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を
算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債券計上額から貸倒引当金計上額を控除し
た金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しております。
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(6) 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。一方、固
定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸
出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価
値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日におけ
る連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって
時価としております。

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けていないものについて
は、返済見込期間及び金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。また、デリバティブが組み込まれた仕組貸出については、取引金融機関等から提示された価
格によっております。

　
負 債
(1) 預金及び (2) 譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。ま
た、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定して
おります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短
期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。

(3) 債券貸借取引受入担保金
債券貸借取引受入担保金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額を時価としております。
(4) 借用金

借用金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される子会社及び
子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金
の合計額（金利スワップの特例処理の対象とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利
金の合計額）を同様の借入れにおいて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定
期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としており
ます。

　

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨スワップ等）及び債券関連取引（債

券先物等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっており
ます。

　
(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融

商品の時価情報の「資産(5)有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。
（単位：百万円）

　

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 (＊１) (＊２) １,５９６

組合出資金（＊３） ３０９

合 計 １,９０６
　

(＊１) 非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価
開示の対象とはしておりません。

(＊２) 当連結会計年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。
(＊３) 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので

構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれておりま

す。
1. 売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）

　

当連結会計年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

売買目的有価証券 △０
　

2. 満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）
　

種 類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

社 債 ２,９０３ ２,９２１ １８

小 計 ２,９０３ ２,９２１ １８

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

社 債 ３０ ２８ △１

小 計 ３０ ２８ △１

合 計 ２,９３３ ２,９５０ １６
　

3. その他有価証券（平成27年３月31日現在）
　

種 類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原価
を超えるもの

株 式 ９５,５５６ ５０,５６５ ４４,９９０

債 券 １,１２５,３６９ １,０９８,６６２ ２６,７０７

国 債 ８５０,０７０ ８３０,７４４ １９,３２６

地 方 債 １７４,８６５ １６９,５４０ ５,３２４

社 債 １００,４３４ ９８,３７７ ２,０５６

そ の 他 ４００,７５３ ３９０,１５９ １０,５９３

うち外国証券 ３８４,８０３ ３７７,４９２ ７,３１１

小 計 １,６２１,６７９ １,５３９,３８８ ８２,２９１

連結貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

株 式 ２,６３６ ２,７７９ △１４３

債 券 ３８,７８３ ３８,８７８ △９４

国 債 ３７,５８３ ３７,６７７ △９４

地 方 債 ― ― ―

社 債 １,１９９ １,２００ △０

そ の 他 ２６,５７７ ２７,１４７ △５６９

うち外国証券 １９,４６４ ２０,０００ △５３５

小 計 ６７,９９７ ６８,８０５ △８０７

合 計 １,６８９,６７７ １,６０８,１９３ ８１,４８３
　

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成26年４月1日 至 平成27年３月31日）
該当ありません。

　

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成26年４月1日 至 平成27年３月31日）
　

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 ２,６１８ １,４０１ ―

債 券 ３０９,８２３ ２,０９６ ０

　 国 債 ２８６,５１８ ２,０１２ ―

　 地 方 債 ８,８９２ ３８ ０

　 社 債 １４,４１３ ４５ ０

そ の 他 ３２４,８８２ ２,４３８ １４５

　 うち外国証券 ３２４,８８２ ２,４３８ １４５

合 計 ６３７,３２４ ５,９３６ １４６
　

6. 保有目的を変更した有価証券
該当ありません。
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7. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものに
ついては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処
理（以下「減損処理」という。）しております。

なお、当連結会計年度における減損処理はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ

て50％以上下落した場合、あるいは連結会計年度末日に時価の下落率が30％以上50％未満の場合で１年以内に時
価の回復する見込みがない場合であります。

　

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

　

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 ２２,０００ １８
　

2. 満期保有目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）
　該当ありません。

　

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成27年３月31日現在）
　該当ありません。

　

（税効果会計関係）
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以

後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が
見込まれる一時差異等については32.8％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時
差異等については32.0％にそれぞれなります。この税率変更により、繰延税金資産は４２百万円及び繰延税金負債は
１,１８７百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金は２,３９２百万円増加、繰延ヘッジ損益は２５百万円
及び退職給付に係る累計調整額は５６百万円それぞれ減少、また、法人税等調整額は１,１６６百万円増加しておりま
す。
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（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

営業経費 ４１百万円

　
2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
(1) ストック・オプションの内容

　

平成２２年
ストック・オプション

平成２３年
ストック・オプション

平成２４年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び
人数

当行の取締役 １５名 当行の取締役 １４名 当行の取締役 １５名

株式の種類別の
ストック・オプションの数
（注）

普通株式 ９４,４００株 普通株式 １０９,４００株 普通株式 １３６,２００株

付与日 平成22年７月29日 平成23年７月29日 平成24年７月27日

権利確定条件
権利確定条件は
定めていない

権利確定条件は
定めていない

権利確定条件は
定めていない

対象勤務期間
対象勤務期間は
定めていない

対象勤務期間は
定めていない

対象勤務期間は
定めていない

権利行使期間
平成22年７月30日

～ 平成52年７月29日
平成23年７月30日

～ 平成53年７月29日
平成24年７月28日

～ 平成54年７月27日
　

平成２５年
ストック・オプション

平成２６年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び
人数

当行の取締役 １５名
当行の取締役

（社外取締役を除く）
１４名

株式の種類別の
ストック・オプションの数
（注）

普通株式 １１９,５００株 普通株式 ９９,７００株

付与日 平成25年７月26日 平成26年７月25日

権利確定条件
権利確定条件は
定めていない

権利確定条件は
定めていない

対象勤務期間
対象勤務期間は
定めていない

対象勤務期間は
定めていない

権利行使期間
平成25年７月27日

～ 平成55年７月26日
平成26年７月26日

～ 平成56年７月25日
(注) 株式数に換算しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況
① ストック・オプションの数

　

平成２２年
ストック・オプション

平成２３年
ストック・オプション

平成２４年
ストック・オプション

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ５４,１００ ８３,１００ １１３,７００

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― １２,０００ ２１,３００

失効 ― ― ―

未行使残 ５４,１００ ７１,１００ ９２,４００
　

平成２５年
ストック・オプション

平成２６年
ストック・オプション

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ２９,８７５ ―

付与 ― ９９,７００

失効 ― ―

権利確定 ２９,８７５ ７４,７７５

未確定残 ― ２４,９２５

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ８９,６２５ ―

権利確定 ２９,８７５ ７４,７７５

権利行使 １８,９００ ―

失効 ― ―

未行使残 １００,６００ ７４,７７５
　

② 単価情報
　

平成２２年
ストック・オプション

平成２３年
ストック・オプション

平成２４年
ストック・オプション

権利行使価格 １円 １円 １円

行使時平均株価 ― 円 ４２０円 ４２０円
付与日における
公正な評価単価

４４１円 ３８６円 ３０３円

　
平成２５年

ストック・オプション
平成２６年

ストック・オプション

権利行使価格 １円 １円

行使時平均株価 ４２０円 ― 円
付与日における
公正な評価単価

３７２円 ４０１円
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3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された平成26年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は、

次のとおりであります。
① 使用した評価技法

ブラック・ショールズ式
　

② 主な基礎数値及び見積方法
　

平成２６年ストック・オプション

株価変動性 （注）1 ２６.７０％

予想残存期間 （注）2 ４.２年

予想配当 （注）3 １株当たり ６円

無リスク利子率 （注）4 ０.１２％
　

(注) １ ４年３か月間（平成22年５月から平成26年７月まで）の株価実績に基づき算定しております。
２ 就任から退任までの平均的な期間、就任から発行日時点までの期間などから割り出した発行日時点での取締
役の平均残存在任期間により見積もっております。

３ 平成26年３月期の配当実績によっております。
４ 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　
4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して
おります。

　

（１株当たり情報）
　

当連結会計年度

１株当たり純資産額 円 ９０６．９２

１株当たり当期純利益金額 円 ３６．８１

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ３６．７６
　

(注) 「会計方針の変更」に記載のとおり、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。
以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針
第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度から適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱
いに従っております。

この結果、当連結会計年度の期首の１株当たり純資産額が１円40銭減少し、１株当たり当期純利益金額及び潜在
株式調整後１株当たり当期純利益金額はそれぞれ17銭増加しております。
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